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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ
いては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して
おりません。 

  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第43期 
第２四半期 
累計期間 

第44期 
第２四半期 
累計期間 

第43期 
第２四半期 
会計期間 

第44期 
第２四半期 
会計期間 

第43期 

会計期間 
  

自平成21年 
２月１日 
至平成21年 
７月31日 

自平成22年 
２月１日 
至平成22年 
７月31日 

自平成21年 
５月１日 
至平成21年 
７月31日 

自平成22年 
５月１日 
至平成22年 
７月31日 

自平成21年 
２月１日 
至平成22年 
１月31日 

売上高 （千円）  101,103,341  103,868,635  53,204,526  50,512,035  200,780,927

経常利益 （千円）  6,575,673  11,842,634  4,428,989  5,494,704  18,054,693

四半期（当期）純利益 （千円）  3,959,688  6,530,495  2,698,181  3,039,267  10,202,130

持分法を適用した場合の
投資利益 

（千円）  －  －  －  －  －

資本金 （千円） － －  90,000  3,298,500  3,298,500

発行済株式総数 （株） － －  25,562,280  28,562,280  28,562,280

純資産額 （千円） － －  23,796,232  41,272,042  36,453,906

総資産額 （千円） － －  81,207,330  98,411,235  97,009,307

１株当たり純資産額 （円） － －  930.91  1,444.99  1,276.30

１株当たり四半期（当
期）純利益金額 

（円）  154.90  228.64  105.55  106.41  394.29

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額 

（円）  －  －  －  －  －

１株当たり配当額 （円）  －  25  －  25  60

自己資本比率 （％） － －  29.30  41.94  37.58

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  20,685,129  △5,250,165 － －  32,986,947

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  △1,725,769  △385,437 － －  △3,041,197

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  △10,059,800  △2,074,125 － －  △7,967,516

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高 

（千円） － －  17,710,792  23,079,737  30,789,465

従業員数 （人） － －  794  908  836
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 当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
  

 当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 
  

提出会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社
からの派遣社員、実習生、研修生等を含む。）は、当第２四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載して
おります。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

平成22年７月31日現在

従業員数（人） ( ) 908 39
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(1）生産実績 
 当第２四半期会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によっております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2）受注状況 
 当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  
(3）販売実績 
 当第２四半期会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

 当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
  

第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

品目別 
当第２四半期会計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年７月31日） 

前年同四半期比 
（％）  

戸建分譲（千円） 棟 1,903  48,907,171  18.3

マンション分譲（千円）  －  －  －

請負工事（千円） 件 675  600,731  197.4

合計（千円） －  49,507,902  13.3

品目別 
当第２四半期会計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年７月31日） 

前年同四半期比 
（％）  

戸建分譲（千円） 棟 1,819  45,927,792  △4.4

マンション分譲（千円） 戸 81  2,045,893  △28.0

土地分譲（千円） 区画 61  1,603,530  △8.8

請負工事（千円） 件 672  583,701  177.8

その他（千円） －  351,117  △4.8

合計（千円） －  50,512,035  △5.1

２【事業等のリスク】 

３【経営上の重要な契約等】 
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 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 
  
(1）業績の状況 
当第２四半期会計期間（平成22年５月１日～平成22年７月31日）におけるわが国経済は、海外経済の改善や各種

政策効果などを背景に企業収益は改善傾向にあり、自立的回復への基盤が整いつつありますが、失業率が高水準に
あり、雇用情勢に厳しさが残るなど、依然として不透明な環境にあります。 
当不動産業界におきましては、新設住宅着工戸数は持家や分譲住宅を中心に底入れ感が見受けられ、住宅版エコ

ポイント制度や住宅ローン減税の拡充などの政策効果もあり、先行きに関しては底堅く推移することが期待されて
おり、雇用・所得環境に不透明感は残るものの、緩やかな増加基調を維持する見込であります。 
 このような環境の中、当社におきましては、徹底した原価管理と品質向上に努め、より多くのお客様に高品質の
住宅を低価格で供給することに注力してまいりました。この結果、当第２四半期会計期間の売上高は50,512,035千
円（前年同四半期比5.1％減）、営業利益は5,589,997千円（同22.2％増）、経常利益は5,494,704千円（同24.1％
増）、四半期純利益は3,039,267千円（同12.6％増）となりました。 
 なお、品目別の状況については、戸建分譲売上高45,927,792千円（1,819棟）（前年同四半期比4.4％減）、マン
ション分譲売上高2,045,893千円（81戸）（同28.0％減）、土地分譲売上高1,603,530千円（61区画）（同8.8％
減）、請負工事売上高583,701千円（672件、うち規格型注文住宅33件）（同177.8％増）、その他不動産収入
351,117千円（同4.8％減）となっております。  

  
(2）財政状態の状況 
 当第２四半期会計期間末における総資産につきましては、前事業年度末に比べ1,401,928千円増加し、
98,411,235千円となりました。 
 これは、前事業年度における法人税等の納付、配当金の支払及び事業用地の取得に際し手許資金での充当を増
加させたこと等により、現金及び預金は7,709,728千円、また販売が好調に推移していることから販売用不動産
が2,924,414千円減少しております。一方で下半期以降に向け積極的に用地の取得を行ったことなどにより、仕
掛販売用不動産が12,067,934千円増加したことが、主因であります。  
 負債合計におきましては、前事業年度末に比べ3,416,208千円減少し、57,139,192千円となりました。これは
前事業年度は中間仮納付の金額が少なかったことにより未払法人税等2,276,299千円の減少、マンションにおけ
る建築資金の決済等により支払手形2,025,990千円の減少、一方で、下半期以降に向け上棟・完成棟数を増加さ
せたことにより工事未払金671,411千円等が増加したことによります。  
 純資産につきましては、四半期純利益の計上等により前事業年度末に比べ4,818,136千円増加し41,272,042千
円となりました。 
   
(3）キャッシュ・フローの状況 
 当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、23,079,737千円と
なり、第１四半期会計期間末に比べ、4,038,109千円増加しております。 
 当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 税引前四半期純利益5,494,479千円の計上しましたが、下半期以降に向け積極的な用地取得を行ったことによる
たな卸資産の増加1,732,438千円等により、営業活動により得られた資金は3,485,215千円（前年同四半期比69.0％
減）となりました。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 定期預金及び定期積金の預入による純支出450,000千円、有形固定資産の取得による支出102,731千円等により、
投資活動で使用した資金は599,053千円（前年同四半期比63.8％減）となりました。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 事業用地取得の増加に伴い、短期借入金が純増加したこと等により、財務活動により得られた資金は1,151,947
千円（前年同四半期は4,678,500千円の資金の使用）となりました。  

  
(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 
当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。  

  
(5）研究開発活動 
該当事項はありません。   

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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(1）主要な設備の状況 
 当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2）設備の新設、除却等の計画 
 当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい
て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり
ません。 

  

第３【設備の状況】 
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①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。   
  

 該当事項はありません。 
  

  

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  102,249,100

計  102,249,100

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成22年７月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年９月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  28,562,280  28,562,280
大阪証券取引所 

（ＪＡＳＤＡＱ市場） 

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社の標
準となる株式であり
ます。 
なお、１単元の株式
数は100株でありま
す。  

計  28,562,280  28,562,280 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年５月１日～ 
平成22年７月31日 

 －  28,562,280  －  3,298,500  －  3,208,500
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①【発行済株式】 

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式25株が含まれております。  
  

（６）【大株主の状況】 
平成22年７月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有 限 会 社 樹 商 事 東京都西東京市柳沢1-6-3  10,800,000  37.81

飯 田 一 樹 東京都杉並区  2,700,000  9.45

小 泉 公 善 東京都立川市  1,260,000  4.41

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 
（常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社） 

東京都中央区晴海1-8-12  1,200,000  4.20

株 式 会 社 飯 田 産 業 東京都武蔵野市境2-2-2  1,200,000  4.20

飯 田 和 美 東京都杉並区  901,000  3.15

日 本 トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海1-8-11  752,900  2.63

ザ チェース マンハッタン バ
ンク エヌエイ ロンドン エス 
エル オムニバス アカウント 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行決済営業部）  

東京都中央区月島4-16-13  590,000  2.06

飯 田 一 男 東京都杉並区  578,210  2.02

パラダイスリゾート株式会社 東京都武蔵野市境2-2-7  500,000  1.75

計 －  20,482,110  71.71

（７）【議決権の状況】 

  平成22年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   28,561,400  285,614 － 

単元未満株式 普通株式       880 － － 

発行済株式総数  28,562,280 － － 

総株主の議決権 －  285,614 － 
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②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】  

（注） 最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、 
それ以前はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
  

  平成22年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

２【株価の推移】 

月別 平成22年２月 平成22年３月 平成22年４月 平成22年５月 平成22年６月 平成22年７月 

最高（円）   3,880  3,690  3,690  3,745  3,115  2,670

最低（円）  3,065  2,970  2,781  2,910  2,317  2,186

３【役員の状況】 
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１．四半期財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63
号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
 なお、前第２四半期会計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21
年２月１日から平成21年７月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成
22年５月１日から平成22年７月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年２月１日から平成22年７月31日ま
で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年５月１日から平成
21年７月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年２月１日から平成21年７月31日まで）に係る四半期財務諸
表並びに当第２四半期会計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22
年２月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビ
ューを受けております。 
 なお、前第２四半期会計期間及び前第２四半期累計期間に係る四半期レビュー報告書は、平成21年11月20日提出の
有価証券届出書に添付されたものによっております。  

  

３．四半期連結財務諸表について 
 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】 
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年７月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年１月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 26,879,829 34,589,558 
販売用不動産 14,002,250 16,926,665 
仕掛販売用不動産 43,965,365 31,897,431 
未成工事支出金 4,594,734 4,145,354 
その他 3,188,657 3,905,585 
流動資産合計 92,630,837 91,464,594 

固定資産   
有形固定資産 ※1  4,195,031 ※1  4,125,529 

無形固定資産 515,598 573,306 
投資その他の資産 ※2  1,069,768 ※2  845,877 

固定資産合計 5,780,398 5,544,713 

資産合計 98,411,235 97,009,307 
負債の部   
流動負債   
支払手形 2,844,436 4,870,426 
支払信託 7,116,146 7,117,336 
工事未払金 9,451,770 8,780,358 
短期借入金 26,661,800 25,877,100 
1年内償還予定の社債 400,000 400,000 
1年内返済予定の長期借入金 － 945,000 
未払法人税等 5,368,408 7,644,707 
賞与引当金 264,194 178,084 
その他 3,281,842 2,874,558 
流動負債合計 55,388,599 58,687,572 

固定負債   
社債 400,000 600,000 
退職給付引当金 1,183,591 1,152,144 
保証工事引当金 150,868 99,418 
その他 16,133 16,265 
固定負債合計 1,750,593 1,867,829 

負債合計 57,139,192 60,555,401 
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年７月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年１月31日) 

純資産の部   
株主資本   
資本金 3,298,500 3,298,500 
資本剰余金 3,208,500 3,208,500 
利益剰余金 34,760,857 29,944,098 
自己株式 △88 － 

株主資本合計 41,267,768 36,451,098 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 4,274 2,807 
評価・換算差額等合計 4,274 2,807 

純資産合計 41,272,042 36,453,906 

負債純資産合計 98,411,235 97,009,307 
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

売上高 101,103,341 103,868,635 
売上原価 88,403,198 85,201,971 
売上総利益 12,700,143 18,666,664 
販売費及び一般管理費 ※  5,855,859 ※  6,640,870 

営業利益 6,844,283 12,025,793 
営業外収益   
受取利息 15,099 7,230 
受取配当金 993 835 
受取違約金 23,621 25,678 
採納助成金 8,062 2,123 
その他 7,579 10,123 
営業外収益合計 55,355 45,990 

営業外費用   
支払利息 296,315 202,255 
その他 27,650 26,894 
営業外費用合計 323,965 229,149 

経常利益 6,575,673 11,842,634 
特別利益   
労災保険還付金 256,793 － 
その他 77 － 

特別利益合計 256,871 － 

特別損失   
固定資産除却損 － 1,034 
その他 5,486 － 

特別損失合計 5,486 1,034 

税引前四半期純利益 6,827,058 11,841,599 
法人税等 2,867,370 5,311,103 
四半期純利益 3,959,688 6,530,495 

3268/2011年-13-



【第２四半期会計期間】 
（単位：千円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成22年７月31日) 

売上高 53,204,526 50,512,035 
売上原価 45,557,075 41,627,006 
売上総利益 7,647,451 8,885,028 
販売費及び一般管理費 ※  3,073,260 ※  3,295,031 

営業利益 4,574,190 5,589,997 
営業外収益   
受取利息 2,974 1,553 
受取配当金 993 835 
受取違約金 3,290 19,201 
採納助成金 1,710 1,028 
その他 5,289 4,247 
営業外収益合計 14,257 26,866 

営業外費用   
支払利息 138,857 102,093 
その他 20,601 20,065 
営業外費用合計 159,458 122,159 

経常利益 4,428,989 5,494,704 
特別利益   
労災保険還付金 223,055 － 

特別利益合計 223,055 － 

特別損失   
固定資産除却損 － 225 

特別損失合計 － 225 

税引前四半期純利益 4,652,044 5,494,479 
法人税等 1,953,863 2,455,212 
四半期純利益 2,698,181 3,039,267 

3268/2011年-14-



（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税引前四半期純利益 6,827,058 11,841,599 
減価償却費 60,640 145,727 
引当金の増減額（△は減少） △65,737 169,006 
受取利息及び受取配当金 △16,092 △8,065 
支払利息 296,315 202,255 
固定資産除却損 － 1,034 
たな卸資産の増減額（△は増加） 14,717,559 △9,592,091 
前渡金の増減額（△は増加） △1,415,540 906,527 
未払消費税等の増減額（△は減少） 42,495 △97,654 
その他の流動資産の増減額（△は増加） △126,104 △190,355 
仕入債務の増減額（△は減少） 1,721,062 △1,355,768 
その他の流動負債の増減額（△は減少） △279,689 94,535 
前受金の増減額（△は減少） 279,207 272,711 
その他 40,815 91,290 
小計 22,081,991 2,480,752 
利息及び配当金の受取額 15,321 7,088 
利息の支払額 △285,586 △201,933 
法人税等の支払額 △1,126,596 △7,536,073 

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,685,129 △5,250,165 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金及び定期積金の預入による支出 △2,180,000 △2,960,000 
定期預金及び定期積金の払戻による収入 540,000 2,960,000 
投資有価証券の取得による支出 － △158,125 
有形固定資産の取得による支出 △78,843 △158,155 
無形固定資産の取得による支出 △32,052 △400 
その他 25,125 △68,755 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,725,769 △385,437 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） △9,109,800 784,700 
長期借入金の返済による支出 △750,000 △945,000 
社債の償還による支出 △200,000 △200,000 
自己株式の取得による支出 － △88 
配当金の支払額 － △1,713,736 

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,059,800 △2,074,125 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,899,559 △7,709,728 

現金及び現金同等物の期首残高 8,811,232 30,789,465 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  17,710,792 ※  23,079,737 
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年７月31日） 

会計処理基準に関する事項の変更 「完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更」 
請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用し
ておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 
平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期会計期間より
適用し、第１四半期会計期間に着手した工事契約から、工期のごく短いも
の等については工事完成基準を適用し、その他の工事で当第２四半期会計
期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しておりま
す。 
 なお、当第２四半期会計期間末においては工事進行基準を適用している
工事がないため、これによる売上高、営業利益、経常利益及び税引前四半
期純利益への影響はありません。 

【簡便な会計処理】 

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年７月31日） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前事業年度末以降に
経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められ
るため、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン
ニングを使用する方法によっております。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年７月31日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当
期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前
四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっておりま
す。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】 
（四半期貸借対照表関係） 

当第２四半期会計期間末 
（平成22年７月31日） 

前事業年度末 
（平成22年１月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円
であります。 

1,100,672 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円
であります。 

1,017,263

※２ 資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の額 ※２ 資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の額 
投資その他の資産 千円28,339 投資その他の資産 千円28,339

（四半期損益計算書関係） 

前第２四半期累計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年７月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年７月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

販売手数料 千円2,633,841
従業員給与及び手当 千円1,047,676
賞与引当金繰入額 千円100,877

販売手数料 千円2,793,618
従業員給与及び手当 千円1,233,972
賞与引当金繰入額 千円167,541

前第２四半期会計期間 
（自 平成21年５月１日 
至 平成21年７月31日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年７月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

販売手数料 千円1,404,744
従業員給与及び手当 千円534,597
賞与引当金繰入額 千円100,877

販売手数料 千円1,325,794
従業員給与及び手当 千円644,646
賞与引当金繰入額 千円167,541

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第２四半期累計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年７月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年７月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年７月31日現在）
（千円）

現金及び預金勘定 20,330,853
預入期間が３ヶ月を超える定期預金
及び定期積金 

△2,620,060

現金及び現金同等物 17,710,792

（平成22年７月31日現在）
（千円）

現金及び預金勘定 26,879,829
預入期間が３ヶ月を超える定期預金
及び定期積金 

△3,800,092

現金及び現金同等物 23,079,737
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当第２四半期会計期間末（平成22年７月31日）及び当第２四半期累計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22
年７月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数 
普通株式         28,562,280株 

  
２．自己株式の種類及び総数 
普通株式             25株 

  
３．新株予約権等に関する事項 
 該当事項はありません。 

  
４．配当に関する事項 
（1）配当金支払額   

  
（2）基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後

となるもの  

  
５．株主資本の著しい変動に関する事項 
 株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第２四半期会計期間末（平成22年７月31日） 
 有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第２四半期会計期間末（平成22年７月31日） 
 該当事項はありません。 

  

前第２四半期累計期間（自 平成21年２月１日 至 平成21年７月31日）及び当第２四半期累計期間（自 平成
22年２月１日 至 平成22年７月31日） 
 該当事項はありません。 

  
前第２四半期会計期間（自 平成21年５月１日 至 平成21年７月31日）及び当第２四半期会計期間（自 平成
22年５月１日 至 平成22年７月31日） 
 該当事項はありません。 

（株主資本等関係） 

（決 議） 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 

１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年３月24日 
取締役会  

普通株式   1,713   60 平成22年１月31日 平成22年４月26日 利益剰余金 

（決 議） 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 

１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年９月７日 
取締役会  

普通株式   714   25 平成22年７月31日 平成22年10月８日 利益剰余金 

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 
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当第２四半期会計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日） 
 該当事項はありません。 

  

当第２四半期会計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日） 
 該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

  
２．１株当たり四半期純利益金額等 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
   ２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
   ２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当第２四半期会計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日） 
 該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

（企業結合等関係） 

（１株当たり情報） 

当第２四半期会計期間末 
（平成22年７月31日） 

前事業年度末 
（平成22年１月31日） 

１株当たり純資産額 円1,444.99 １株当たり純資産額 円1,276.30

前第２四半期累計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年７月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年７月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円154.90 １株当たり四半期純利益金額 円228.64

  
前第２四半期累計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年７月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年７月31日） 

四半期純利益（千円）  3,959,688  6,530,495
普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  3,959,688  6,530,495
普通株式の期中平均株式数（千株）  25,562  28,562

前第２四半期会計期間 
（自 平成21年５月１日 
至 平成21年７月31日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年７月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円105.55 １株当たり四半期純利益金額 円106.41

  
前第２四半期会計期間 
（自 平成21年５月１日 
至 平成21年７月31日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年７月31日） 

四半期純利益（千円）  2,698,181  3,039,267
普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  2,698,181  3,039,267
普通株式の期中平均株式数（千株）  25,562  28,562

（重要な後発事象） 
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当第２四半期会計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日） 
 リース取引開始日が平成21年１月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、引き続き通常
の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行なっておりますが、リース取引残高に前事業年度末に比べて著し
い変動が認められないため、記載しておりません。 

  

平成22年９月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。  
(イ）中間配当による配当金の総額……………………714百万円 
(ロ）１株当たりの金額…………………………………25円00銭 
(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年10月８日 

  （注）  平成22年７月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。  

（リース取引関係） 

２【その他】 
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 該当事項はありません。 
  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

      平成21年11月12日

        

一建設株式会社       

取締役会 御中       

        

  新日本有限責任監査法人 

        

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 宮入 正幸  ㊞ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 柴田 憲一  ㊞ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員  

公認会計士 石黒 一裕  ㊞  

        

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている一建設株式会社

の平成21年２月１日から平成22年１月３１日までの第43期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年５月１日から平成21

年７月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年２月１日から平成21年７月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、一建設株式会社の平成21年７月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第

２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

      平成22年９月13日

        

一建設株式会社       

取締役会 御中       

        

  新日本有限責任監査法人 

        

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 宮入 正幸  ㊞ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 柴田 憲一  ㊞ 

       

        

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている一建設株式

会社の平成22年２月１日から平成23年１月31日までの第44期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年５月１日か

ら平成22年７月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年２月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財

務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認 

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、一建設株式会社の平成22年７月31日現在の財政状態、同日をもっ 

て終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フロ 

ーの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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